
船橋市社会福祉協議会活動促進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、地域住民の手による福祉活動の活性化を図り、もって共助社会

の実現に寄与することを目的に、社会福祉法第１０９条において、地域福祉を

推進するための中核となるべき団体として位置づけられている、社会福祉法

人船橋市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）及び市社協の支部組織で

ある地区社会福祉協議会（以下「地区社協」という。）が行う事業について、

船橋市補助金等の交付に関する規則（昭和５６年船橋市規則第５０号。以下

「規則」という。）及びこの要綱に基づき、市社協に対し運営費の一部を補助

金として交付する。 

（補助事業及び対象経費） 

第２条 第１条に規定する補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」とい

う。）及び対象経費は次のとおりとする。 

補助事業 対象経費 

地区社協支援事業 消耗品費・通信運搬費・印刷製本費・事務局員の人件費・事

務機器にかかる賃借料・事務機器にかかる修繕費・手数料（た

だし、振込及びクリーニングにかかるもののみ） 

ミニデイサービス事業 消耗品費・事業開催時にかかる食糧費（ただし、参加者及び

ボランティアにかかるもののみ）・通信運搬費・印刷製本費・

講師等にかかる報償費・検便手数料・使用料及び賃借料（た

だし、地域福祉バス借上料補助事業と重複しないもののみ） 

地域福祉まつり事業 消耗品費・通信運搬費・印刷製本費・講演会及び公演会に要

する報償費・会場使用料・備品購入費・機材にかかる賃借料 

・ごみ処理手数料 

地区社協広報事業 消耗品費・通信運搬費・印刷製本費・制作等にかかる報償費・

折り込み手数料 

ボランティア育成事業 消耗品費・通信運搬費・印刷製本費・講師等にかかる報償費・

会場使用料・使用料及び賃借料（ただし、地域福祉バス借上

料補助事業と重複しないもののみ） 



ふれあい・いきいきサ

ロン事業 

消耗品費・通信運搬費・印刷製本費・講師等にかかる報償費・

事業開催時にかかる茶菓代 

子育てサロン事業 消耗品費・通信運搬費・印刷製本費・講師等にかかる報償費・

事業開催時にかかる茶菓代・会場使用料 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、前条の各補助事業につき、地区社協支援事業費における

事務局員人件費は１００％の額、その他の対象経費は８０％を乗じて得られ

た額を地区ごとに算出し合計したものとする。ただし、次に掲げる補助限度額

を超えないものとする。 

２ 気象状況や参加者の安全が確保できない等の災害等によりやむを得ない事

由で事業の中止を余儀なくされた場合には、予定していた事業を開催回数に

含めるものとする。この場合、市社協は実績報告時に理由書を提出するものと

する。 

３ クレジットカードを利用して経費を支払う場合においては、次の各号に掲

げるいずれにも該当するものを補助対象経費として取り扱うものとする。 

 ⑴ 補助対象事業期間内にクレジットカード決済（引落しを除く。）及び納品

又は検査が完了していること。 

 ⑵ 原則として市社協又は地区社協名義のクレジットカードを利用すること。

ただし、補助対象事業の実施のために必要であることが明らかな経費に限

り、地区社協の職員等の個人名義のクレジットカードを利用することがで

きる。この場合においては、補助対象事業期間内に当該名義人への精算を完

了させなければならない。 

 

補助事業 補助限度額 



地区社協支援事業 

事務運営費 

１地区当たり１００,０００円 

事務局員人件費 

事務局員１人工当たり会計年度任用職

員の給与等に関する規則の別表第１一

般事務Ｂ行政職給料表(1)基礎号給１を

基準とする額に１，２００（５時間×

２０日×１２か月）を乗じた額とし、

１地区当たり２人工分までを上限とす

る 

ただし、概ね月２０日以上の地区社協

の窓口開設を条件とする。 

福祉相談運営費 

 １地区当たり６０，０００円 

ミニデイサービス事業 

当該事業を年間１２回以上実施する地

区における参加者数×６５０円 

対象者とボランティアの割合は、概ね

６：４とする。 

地域福祉まつり事業 
当該事業を実施する１地区当たり１７

０，０００円 

地区社協広報事業 

当該事業を実施する１地区当たり１０

０，０００円 

なお、対象経費が１００，０００円を

超える地区がある場合、当該超える額

に５０％を乗じた額を加算する 

配布部数は、地区ごとの全世帯の概ね

半数を満たしていることとする。 

ボランティア育成事業 
当該事業を実施する１地区当たり１０

０，０００円 



ふれあい・いきいきサロン事業 
当該事業を（年間１２回以上）実施す

る１地区当たり１００，０００円 

子育てサロン事業 
当該事業を（年間１２回以上）実施す

る１地区当たり１００，０００円 

（交付申請） 

第４条 補助事業に対する補助金の申請については、市社協が規則第３条の規

定により行うものとし、補助金等交付申請書（規則第１号様式）に次の各号に

掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 収支予算書 

 ⑶ 前年度決算書 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

（交付決定の通知） 

第５条 市長は、規則第６条の規定により、補助金等交付決定通知書（規則第２

号様式）をもって市社協に交付の決定を通知するものとする。 

（実績報告） 

第６条 市社協は、補助事業が完了したときには、規則第１２条の規定により、

補助事業等実績報告書（規則第５号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市

長に実績報告をしなければならない。 

 ⑴ 収支決算書 

 ⑵ 第３条第３項各号を満たすことを確認できる書類（クレジットカードで

補助対象経費を支払う場合に限る。） 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

（交付額確定の通知） 

第７条 市長は、規則第１３条の規定により、補助金等確定通知書（規則第６号

様式）をもって市社協に交付額の確定を通知するものとする。 

（交付の請求） 

第８条 市社協は、規則第１５条の規定により補助金の交付を受けようとする



ときは、補助金等交付請求書（規則第７号様式）に補助金等確定通知書の写し

を添えて市長に請求しなければならない。 

２ 市社協は、補助金の交付について事業完了前に請求をしようとするときは、

前項の規定を準用する。この場合は、前項中「補助金等確定通知書の写し」と

あるのは「補助金等交付決定通知書の写し」と読み替えるものとする。 

 （関係書類の整備） 

第９条 市社協は、補助事業に係る会計帳簿及び根拠となる領収書等を整備し、

補助事業が完了した日から１０年間保存しなければならない。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度の予算にかかる

補助金から適用する。 

  （令和２年度分、３年度分の補助対象事業及び対象経費の特例） 

 ２ 令和２年度、３年度に限り、第２条の表ミニデイサービス事業の項中「事業

開催時にかかる食糧費（ただし、参加者及びボランティアにかかるもののみ）・

消耗品費」を「事業開催時にかかる食糧費（ただし、参加者及びボランティア

にかかるもののみ）・消耗品費・印刷製本費・通信運搬費」と読み替えるもの

とする。 

  （令和３年度分、４年度分の対象経費の特例） 

 ３ 令和３年度、４年度に限り、第３条第１項中「事務局員人件費は１００％の

額」を「事務局員人件費及び新型コロナウイルス感染症拡大防止対策費は１０

０％の額」と読み替えるものとする。同条の表、地区社協支援事業の項中「事

務運営費 １地区当たり１００,０００円」を令和３年度については「事務運

営費 １地区当たり１００,０００円、新型コロナウイルス感染症拡大防止対

策費２,２７４,６００円」と読み替え、令和４年度については「事務運営費 

１地区当たり１００,０００円、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策費５

２５,０００円」と読み替えるものとする。 

    



   附 則 

 この要綱は、平成２２年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第３条⑵の地区協支

援事業の福祉相談運営費の規定は、平成２４年１２月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年３月１日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 


